
          

            

令和３年度 自衛隊家族会事業報告 

 

1 全 般 

我が国を取り巻く安全保障環境は流動的かつ不透明な状況が継続し、自衛

隊は我が国周辺海空域の常時継続的な警戒監視を行いつつ、ソマリア沖・アデ

ン湾における海賊対処行動及び中東地域における日本関係船舶の安全確保に

必要な情報収集活動のための海自部隊の派遣を継続する等、引き続き国内外

で多様な任務を遂行した。また、連続した豪雨等の自然災害への対応の他、ト

ンガ王国津波災害に対する国際緊急援助活動等、幅広い活動を行った。 

一方、自衛官の募集をはじめとする人的環境の厳しさに大きな変化はなく、

任務の多様化と相まって、部隊も隊員も職種の枠にとどまらず様々な役割、任

務に対応することが求められた。 

このような状況の下、本会は、新型コロナウイルス感染状況により一部の事

業を中止したものの、自衛隊員の最も身近な存在として自衛隊を支えるべく、

計画した各種事業を概ね計画通りに実施した。これにより「自らの国は自ら守

る」という防衛意識の普及・高揚を図るとともに、自衛隊員が誇りと自信を持

って任務に邁進できる環境を整えるよう家族支援協力等の防衛基盤の確立・強

化に寄与した。 

 

２ 主要事業の成果 

（１）公益目的事業 

ア 公１「国民に対する防衛意識の普及・高揚事業」 

（ア）防衛講演会等 

  a 令和３年度防衛講演会は、愛媛県松山市と愛知県蒲郡市において計 

画したが、新型コロナウイルス感染拡大による人流制限や会場閉鎖な 

どのため中止した。 

 

b  各県家族会が実施した防衛講話 

各県家族会が計画・実施した講演会は、１７回（令和２年度８回、

前年度比約１１３％増）であり、各地区会が計画・実施した講演会は、

２７回（令和２年度７４回、前年度比約６５％減）であった。家族会

員以外の参加者は、各県家族会で約４１％、各地区会等で約３３％で

あった。 

各県家族会は、地方協力本部及び部隊と連携し、時機に適した講話

 



の実施に努め、防衛問題や自衛隊への理解促進を図った。また、所在

地域の自衛隊指揮官による防衛講話を企画し、地元自衛隊部隊への理

解促進にも努めた。 

（イ）防衛情報紙「おやばと」の発行及び拡販の推進等 

      a   紙面の充実  

家族会が発行する防衛情報紙として、各自衛隊のトピックスなどを

購読者にタイムリーに伝えるとともに、より魅力的でかつ会員及び現

職自衛隊員のみならず広範な読者に有益な「おやばと」を目指し、特

集記事を編集する等、より魅力的な紙面へ刷新するための努力を継続

した。 

内容については、専門的になりがちな安全保障関連の情報を一般の

読者にも分かり易く解説することを着眼とし、「自衛隊の学校・今昔

物語」（７月号から）「あまり知られていないお仕事」「漢字遊び」

を新連載し、「家族会長等奮戦記」「回想 自衛隊の災害派遣や東京

オリンピックなど」「自衛隊発足の歩み」（６月号まで）「美佐の新

国防論」「米国事情」「朝鮮半島・中国情勢」「健康の扉」及び「シ

ニアの鉄人」「数字頭の体操」等の連載を継続した。 

号 特 集 記 事 

４月 海上自衛隊 岩国航空基地の紹介 

入隊・入校予定者激励会で門出を祝福 

５月 海上自衛隊 艦艇給養員のお仕事、 

航空自衛隊 府中基地の紹介 

特別寄稿「世界の潮目が変わった今こそ」（宇都隆史議員） 

６月 東京 2020 オリンピック（いざ東京２０２０オリンピックへ） 

①体育学校長寄稿 ②東京 2020 大会内定者他 

７月 東京 2020 大会内定者（続） 

８月 東京オリンピック 2020 の戦績 

９月 東京オリンピック 2020 の戦績（続） 

特別寄稿「重要土地等調査法について」（佐藤正久議員） 

10 月 令和 3 年版防衛白書の特色 

陸上自衛隊施設科部隊による部外土木工事 

11 月 厳正な服務規律維持のための取り組み（防衛省パワハラホッ

トライン） 

12 月 国家安全保障戦略を考える 

地域と共にある各部隊の取組「陸海空各部隊の看板メニュー」 

１月 謹賀新年 家族会は隊員の精神的な助け（伊藤康成会長） 



北京オリンピック２０２２への挑戦（出場有望視選手紹介） 

写真で振り返る令和３年 

２月 入隊・入校予定者激励特集「祝・ご入隊・ご入校」 

３月 駐屯地・基地の桜の見所（解説：自衛隊と桜） 

 

b  拡販の推進 

各県家族会は、会員以外の読者の拡大と会員の購読率の向上を狙

って「『おやばと』拡販ステップ・アップ作戦」に基づき、ステップ

３作戦の２年目として、令和２年度の購読結果及び実態調査結果等

に基づき、目標を再設定して引き続き購読者の増大に努めた。 

(a) 購読率 

会員の購読率向上については、５１県家族会中２８県家族会が目

標購読率を達成し、３３県家族会が令和２年度と比較して購読率を

向上させた。本会全体としては、令和２年度と比較して０．７％増

加の６７．２％の購読率となった。 

(b) 購読数 

        「おやばと」の発行部数は、８２１，３１６部（令和２年度８３５，

６６６部）と前年度に比し１４，３５０部減少した。「おやばと」拡

販作戦による部数減少への抑制効果は得つつも、会員数の減少によ

り結果として部数の減少となった。 

c 第 3 種郵便化の取組み中止等 

  第３種郵便化の取組みにおいて、承認を得るためには、有料読者

に渡した領収書を郵便当局に示すか、会費に含まれていることを示

す必要があるとされ、現状では極めて厳しいことが判明した。 

このため、同取組みを中止し、購読率向上のための新たな取組みに

ついて検討を開始した。 

d その他 

       「おやばと」紙上で掲載した回想シリーズを取りまとめた、「自衛

官が語る災害派遣の記録」、「自衛官が語る海外活動の記録」の販売促

進に協力した。 

（ウ）その他 

a  本会に対する理解を得るとともに、各事業の趣旨の普及等に寄与す

るため、ホームページの充実を図った。 

b  本部及び各県家族会は、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・サー

ビス）等を活用した連絡網の整備に努めた。また情報の発信、共有

を効果的に行うため、本部では Facebook の活用を開始した。 



c  隊友会主催中央防衛セミナー等への協賛、協力 

１０月２６日（火）、隊友会主催、家族会等が協賛し令和３年度中

央防衛セミナーが、損保ジャパン日本興亜(株)本社講堂において「イ

ンド太平洋地域における安全保障環境と我が国の選択」をテーマで

実施され、川島真氏と村田晃嗣氏が講演した。 

新型コロナ感染防止のため参加者が制限され、家族会からは、伊藤

会長及び土谷事務局長の２人が参加した。 

本セミナーは、ユーチューブで紹介され、従来の首都圏会員のほか

全国の会員が聴講することができた。 

    ｄ 防衛省北関東防衛局、南関東防衛局が主催する防衛問題セミナー

への協力 

      防衛問題セミナー開催情報やそのユーチューブ配信について、全

国会員と情報共有するとともに、会員を通じて広く一般に案内して

協力した。 

 

イ 公２「自衛隊の諸活動に対する協力・激励事業」 

（ア）自衛隊が行う家族支援に対する協力 

a  本会は、新型コロナウイルスの影響により各種制約を受けるなか、

家族支援協力事業に関連する演習等に参加し、当該事業の深化を継続

的に図った。 

b  家族支援協力に資するため、令和２年度に制定した会員証規則に基

づき、会員証を交付した。令和４年３月３１日現在４３９名(うち令

和３年度は１３６名)に配布した。 

c  各県家族会は、地域毎の特性を生かしつつ、安否確認態勢の更なる

充実を図った。 

d  各県家族会の活動を支援するためのボランティア保険制度の定着化

を図った。 

e 家族会会員の家族たる隊員の抱える問題等の相談窓口を継続し、３

９件(令和２年度３１件)の問い合わせがあった。 

（イ）自衛隊が行う募集・就職援護活動に対する協力 

a  各県家族会は、年度当初から地方協力本部と緊密な連携を保持しつ

つ組織的支援協力態勢を整え、入隊・入校者激励会を主催するととも

に募集及び援護情報の提供、地方協力本部が実施する行事への支援・

協力等を行った。特に、「募集協力強調期間」を設定し、前半（７月

～９月）は、地方協力本部と連携した組織的な募集情報提供等に協力

し、後半（１０月～１２月）は採用試験合格者（内定者）の全員入隊



を目指して地方協力本部が実施する内定者向け広報活動（つなぎ広報）

に協力した。 

b   本年度は、１，３３５件（令和２年度１，４３５件）の募集情報及

び７２件（令和元年度６８件）の援護情報を提供した。その結果、全

国で入隊者２３６人（令和２年度２０３人）、就職者１５人（令和２

年度１７人）の成果に結びついた。 

特に、入隊に直結する情報提供については、７県の家族会(宮城、

秋田、石川、鳥取、熊本、鹿児島、沖縄)において成果を上げた。 

c   陸上幕僚監部主催の「募集協力者会同」は６月１６日（水）、つい

で１０月１４日(木)に計画されていたが、新型コロナウイルスの感染

拡大により中止となった。 

  １０月１３日(水)総会時に、陸幕募集・援護課総括班長による挨拶・

説明が行われ、総会後、自衛隊地方協力本部を通じて募集協力者会同

資料が各県会長に配布された。 

d   総合募集情報誌「Defense World２２」（２０２２年版）を２７，０

００部発行した。 

作成、編集にあたっては、以下の点に着意し、隊員募集・就職援護

及び家族支援に寄与するとともに、わが国の防衛の考え方や自衛隊の

各種活動について紹介した。 

・前年版を基本に、自衛隊を目指す若者を主対象にしつつ、誰に

でも自衛隊がよく分かるように作成 

・自衛官ってどんな人達、防衛白書、家族の声、援護特集を更新 

・我が国の安全保障・防衛政策、平和安全法制、防衛大綱、中期

防等の分かり易い解説 

・昨年度の自衛隊及び家族会の事業に関するビジュアル化（写真

の多用）を重視 

（ウ）自衛隊が行う広報に対する協力 

各県家族会は、会員をはじめ多くの人々に、自衛隊が実施する行事に

ついて日時、内容等の情報を提供するとともに、諸行事への参加の機会

を利用して自衛隊が行う広報に協力した。その際、本部が作成した自衛

隊家族会パンフレットや家族会カレンダーを活用した。 

（エ）隊員に対する慰問・激励 

a   本会は、演習・訓練に従事する部隊・隊員及びその家族を激励する

とともに、陸・海・空自衛隊の各部隊等が実施した記念行事、音楽祭、

慰霊行事等への参列、家族支援協力の訓練に参加した。 

b   「自衛隊の活動支援基金」については、各県家族会から引き続き自



発的な寄附金を受け付けた。 

c  令和３年度遠洋練習航海部隊の出港行事及び同帰国行事は新型コロ

ナウイルス感染防止等の観点から部内限りの行事となり、本年度の実

習幹部・参加部隊隊員に対する慰問激励は中止した。 

d   １１月２０日（土）、令和３年度自衛隊殉職者追悼式が市ヶ谷駐屯

地において執り行われたが新型コロナ感染防止等の観点から部内限

りの執行となり伊藤会長の参列はできなかった。今年度は、陸自１２

柱、海自３柱、空自２柱、防衛医大１柱、合計１８柱が合祀された。 

 

e   国際平和協力活動等派遣部隊・隊員に対する激励  

番号 名  称 時 期 対象部隊等 実施家族会 

１ 第 39 次水上部隊 R３.５ ゆうぎり(11ED) 神奈川県 

２ 第 40 次水上部隊 R３.10 ゆうだち(7ED) 青森県 

３ 第 41 次水上部隊 R３.12 さみだれ(4ED) 広島県 

４ 第 44 次航空隊 R３.７   第５航空群 沖縄県 

５ 第 45 次航空隊 R３.９ 第２航空群 青森県 

６ 第 46 次航空隊 R３.11 第５航空群 沖縄県 

７ 第 47 次航空隊 R４.２  第２航空群 青森県 

８ 第 16 次支援隊 R３.６ 中央即応連隊基幹 栃木県 

９ 第 17 次支援隊 R３.12 第 10 即機連基幹 札幌 

10 第 15 次 UNMISS 

司令部要員 

R３.６ 情報・施設幕僚 本部 

11 第 16 次 UNMISS 

司令部要員 

R３.12   兵站・航空幕僚 本部 

12 第３次ＭＦＯ 

司令部要員 

R３.５ 陸上総隊 本部 

13 第５次中東派遣 

水上部隊 

R３.４ あきづき(5ED) 長崎県 

14 第６次中東派遣 

水上部隊 

R３.８ ふゆづき(3ED) 京都府 

 

15 

トンガ王国国際緊急援助活動 

空輸隊等 R４．２ 第１輸送航空隊 

(激励品なし) 

愛知県 

統合任務部隊 R４．１ 「おおすみ」他 広島県 

※１ 新型コロナウイルス感染防止対策等により、次の部隊は辞退された。 

    派遣海賊対処行動 第 43 次航空隊(八戸) 



※２ トンガ王国国際緊急援助活動における空輸隊に対する激励は、第１ 

輸送航空隊は空幕の指導により激励品を辞退し、また、第２輸送航 

空隊は新型コロナウイルス感染防止対策のため激励を辞退した。 

   ※３ ウクライナに対する装備品等空輸部隊(第１輸送国空隊)に対する 

     激励は空幕の指導により辞退された。 

※４ 第 41 次水上部隊から中東派遣情報収集任務が兼務となった。 

 

（オ）東京及び北京オリンピック・パラリンピックへの協力 

    

   新型コロナウイルス感染拡大を受け、東京オリンピック・パラリンピ

ックが令和３年に１年延期されたことにより、令和３年度も４県等から 

１１２，６２０円の募金協力があり、令和２年度と併せ総額１００万円

を「体校校友会」に激励として寄贈した。４月１９日、会長及び事務局

長が自衛隊体育学校長を訪問し激励を行った。１０月１日、東京オリン 

ピック選手代表３名が、令和４年４月１２日、北京オリンピック選手代 

表７名が、本会事務局に来訪し、会長がオリンピック成果等について報

告を受けた。 

（２）国民運動への参加 

ア 北方領土返還要求署名活動 

北方領土返還要求運動連絡協議会の幹事団体として各種活動に積極的

に参加した。 

（ア） 北方領土返還要求署名活動を強力に推進し、一つの団体としては最

も多い８６，６６３人（令和２年度９８，１０９人）の署名を得た。 

（イ） 令和３年度北方四島交流訪問事業（ビザなし交流）は、日露双方の

新型コロナウイルス感染防止対策等により中止された。 

（ウ） ２月７日（月）、国立劇場で開催された北方領土返還要求全国大会は、

新型コロナウイルス感染防止対策により無観客開催となったが、道満

誠一委員が署名運動の現場からの発言をした。またユーチューブによ

る大会映像の全国発信が行われ、全国会員にその様子を伝えることが

できた。 

イ その他の国民運動 

憲法改正に関する各種フォーラム等の開催に際し、情報の共有や憲法

改正に関するパンフレット等の資料の紹介を行った。 

（３）会の充実を図る事業 

ア 会勢の充実 

「令和３年度県別目標入会率」については、６県家族会が目標を達成



したものの、４５県家族会が目標に到達できなかった。目標未達成家族会

の内、１９県家族会が昨年より上昇し、２６県家族会が低下しており、全

体の入会率は１８％と２年度の１９％より約１％下落した。全国の正会

員数は、６５，５４７人となり、２年度に比して２，００６人減少した。 

本部は、部隊長・地方協力本部長等機関の長に対して、「公益社団法人

自衛隊家族会が行う各種施策への協力の推進について」との陸幕長通知

を基に、４年１月に各県家族会長（事務局長）に対し、令和４年度目標を

提示するとともに、地方協力本部長と家族会入会意識調査アンケートに

関し連携を密にし、その成果を新会員の入会促進に反映するよう依頼し

た。また、同時期に陸海空部隊長及び幹部候補生学校長に対して家族会へ

の新会員入会促進協力について依頼した。 

イ 各種手段及び機会を活用した本会の広報 

（ア）本部は、令和３年１月に更新した「自衛隊家族会パンフレット」６７，

０００部のうち８，９００部を本部予備とし、うち８６６部を不足分・

幹部学校補職前教育用等として配布した。各県家族会は、各県等で実施

される入隊激励会等の場を利用してパンフレットを配布し広報に努め

た。 

（イ）各種の活動の機会をとらえてロゴマーク、識別装着品等を使用し広報

に努めた。 

（ウ）令和４年「自衛隊家族会カレンダー」を４，０２７部（令和３年３，

６８９部）作成・配布した。 

（エ）各県家族会は、それぞれの工夫により本会及び各県家族会の広報に努

めた。 

ウ 「自衛隊家族会活性化施策」の検討 

真に「自衛隊を支えることができる組織」として会を充実発展させる為

に、「組織の強化」、「会員の充実」及び「活発な活動」を主要検討項目と

して、「活性化施策検討委員会」を本部に設置し、各県家族会と一体とな

り継続的な検討を行った。 

１０月に計画した新任会長等研修会は、新型コロナウイルス感染防止

のため中止した。 

エ 個人情報保護法に基づく個人情報の管理 

個人情報保護法の趣旨、運用要領等に基づき本会で作成した個人情報

保護規則及び個人情報保護マニュアルの内容について、防衛情報紙「おや

ばと」の紙面を活用して広く会員に周知した。 

オ 本会関連規則の整備 

本年度規則の整備、改正はなかった。 



カ 県家族会現地調査 

本会組織の健全性を維持し、適切な活動を継続するため、東北２県に

対して計画したが、新型コロナウイルス感染防止のため中止した。 

  キ 問い合わせ窓口 

    会の運営に関する会員からの疑問等に応えるための問い合わせ窓口を

継続し、令和３年度の問い合わせは９件であった。 

 

３ 会議等 

（１）定期総会：１０月１３日（水）（場所：グランドヒル市ヶ谷） 

  ・令和２年度事業報告 

・令和２年度収支決算書 

・辞任理事の後任選任 

  ・令和３年度事業計画報告 

  ・令和３年度分担金算定結果報告 

・令和３年度収支予算書（令和３年度資金調達及び設備投資の見込み含む） 

報告 

  ・第２６回(令和２年度)自衛隊の活動支援基金管理運営委員会報告 

  ・令和２年度「問い合わせ窓口」この１年間を振り返って(報告) 

  ・東京オリンピック・北京オリンピック参加者等への激励報告   

（２）理事会 

ア 第１回 ５月２８日（書面決議：令和２年度事業報告・収支決算、辞任

理事の後任選任、県自衛隊家族会長人事、自衛隊家族会地域協議会長人事、

運営委員人事、令和３年度定期総会開催の修正(目的追加)について） 

イ 第２回 ６月７日（書面決議：令和３年度定期総会開催の修正(日時変

更)について） 

ウ 第３回 ９月２２日(書面決議：辞任理事の後任選任、県自衛隊家族会長

人事、運営委員人事） 

エ 第４回 １０月１３日（辞任業務執行理事の後任選任、代表理事及び業

務執行理事の業務報告） 

オ 第５回 １２月６日（書面決議：令和４年度自衛隊家族会事業計画(骨子)、

県自衛隊家族会長人事、自衛隊家族会地域協議会長人事、運営委員人事） 

  カ 第６回 ３月１５日（グランドヒル市ヶ谷：令和４年度事業計画、令和

４年度分担金、令和４年度収支予算（令和４年度資金調達及び設備投資の見

込み含む）、令和４年度定期総会の開催）  

（３）「自衛隊の活動支援基金」管理運営委員会：令和４年２月１７日（木） 

（４）地域協議会 



   本部要望の議題の他、会員の拡大、地本・部隊との連携強化等について討

議、意見交換を実施した。 

地域 実施時期 開催地 主要議事等 

北海道 R3.10.27 札幌市  

１ 主要議事 

・本部指定討議テーマ 

 コロナ禍における家族会活動 

 (各家族会取組状況) 

・各県テーマ 

・その他 

２ 講演 

東北 R3.12.29 書面協議 

北関東 R3.9.17 書面協議 

南関東 R3.9.29 狭山市 

東海・北陸 R4.2.24 書面協議 

近畿 R3.11.23 神戸市 

中国 R3.9.2 松江市 

四国 R3.11.15 書面協議 

九州・沖縄 R4.2 書面協議 

 

（５）運営委員会 

   毎月１回開催した。 

   ７月、８月の運営委員会はＷｅｂ会議により実施した。 

（６）新任会長等研修会 

新型コロナウイルス感染防止等のため中止した。 

４ その他 

（１）賀詞交歓会 

新型コロナウイルス感染対策等により中止した。 

（２）各県家族会細部活動状況 

別紙「令和３年度活動状況調査表（集計）」 


